
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・法人税法に規定する方法と同一の定率法によっている。

リース資産・・・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。

　　（２）引当金の計上基準

賞与引当金・・・・・・・役員および職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき計上して

 いる。

退職給付引当金・・・役員および職員の期末退職給与要支給額から適格年金積立分を控除して計上して

 いる。

 なお、過去の積み立て不足については、３年で解消する方針で、３年目の当年度は

 退職給付引当金繰入額122,726,463円を計上している。

　　（３）消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

　　（４）リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処理によっている。

２．基本財産および特定資産の増減額およびその残高

　基本財産および特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　基本財産預金 13,200,000 6,800,000 0 20,000,000

小　　　　計 13,200,000 6,800,000 0 20,000,000

特定資産

　　退職給付引当資産 185,190,398 122,726,463 53,635,662 254,281,199

小　　　　計 185,190,398 122,726,463 53,635,662 254,281,199

合　　　　計 198,390,398 129,526,463 53,635,662 274,281,199

３．基本財産および特定資産の財源等の内訳

　基本財産および特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
　対応する額）

基本財産

　　基本財産預金 20,000,000 0 20,000,000 0

小　　　　計 20,000,000 0 20,000,000 0

特定資産

　　退職給付引当資産 254,281,199 0 0 254,281,199

小　　　　計 254,281,199 0 0 254,281,199

合　　　　計 274,281,199 0 20,000,000 254,281,199

４．固定資産の取得価格、減価償却累計額および当期末残高

　固定資産の取得価格、減価償却累計額および当期末残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 備　　　考

有形固定資産

　　建物付属設備 443,000 104,793 338,207

　　什器備品 10,774,039 3,198,723 7,575,316

合　　　　　計 11,217,039 3,303,516 7,913,523

５．リース資産の取得価格相当額、減価償却累計額および当期末残高相当額

　リース資産の取得価額相当額、減価償却累計額および当期末残高相当額は、次のとおりである。 (単位：円)　　　 

科　　　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 備　　　考

有形固定資産

　　リース資産 8,400,000 3,325,000 5,075,000

合　　　　　計 8,400,000 3,325,000 5,075,000



６．関連当事者との取引の内容

　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位：円）

法人等の名称 住所 資産総額 事業の内容
役員の
兼務等

取引の内容 科目 期末残高

（財）原子力国際
協力センター

東京都千代田区
内幸町

3,110,850
原子力発電導
入国への支援

兼務３名 資金の貸付 貸付金 20,000,000


